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福岡県 農林漁 業災 害対策 資金融 通措 置要綱  
 

 （制定 平成 29 年９月 28 日 29 団指第 1680 号） 
 (趣旨) 

第１条 この要綱は、災害等により被害を受けた農林漁業者の経営再建等を図る
ため、株式会社日本政策金融公庫が融資する農林漁業セーフティネット資金実
施要綱(平成 19 年３月 30 日 18 経営第 7581 号)第２の１の(１)、(２)並びに
（３）の④及び⑥に定める資金並びに農業協同組合及び信用漁業協同組合連合
会が融資する資金に対し、予算の範囲内において利子助成金及び利子補給金を
交付するために必要な事項を定めるものとする。 

 
（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、次の各号に定める
ところによる。 

（１）交付対象者 災害等により被害を受けた又は資金繰りに著しい支障を来し

た農林漁業者をいう。 
（２）公庫 株式会社日本政策金融公庫をいう。 
（３）農協 農業協同組合をいう。 
（４）信漁連 九州信用漁業協同組合連合会をいう。 
（５）農協等 農協及び信漁連をいう。 
（６）公庫資金 公庫が融資する農林漁業セーフティネット資金実施要綱第２ 

の１の(１)、(２)並びに（３）の④及び⑥に定める資金をいう。 
（７）農協等資金 農協及び信漁連が融資する資金をいう。 
（８）災害等対策資金 公庫資金及び農協等資金をいう。 
（９）利子助成金等 利子助成金及び利子補給金をいう。 
 
(対象となる災害等の区分) 

第３条 利子助成金等の交付対象となる災害等の区分は次の各号のとおりとする。 
（１）特別災害 

特別災害とは、被害が著しく、かつ、地域農林漁業に及ぼす影響が大きい 
と知事が認めた災害等であって、別表１の１に定めるものとする。 

（２）一般災害 
一般災害とは、前号以外の災害とする。 

（３）その他 
その他とは、前二号以外の社会的な要因であって、別表１の３に定めるもの

とする。 
 

(対象者等) 

第４条 利子助成金等の交付対象者は、前条に規定する災害等により、農業にあ
っては農作物の減収量が平年収穫量の 30 パーセント以上で、かつ、減収による

損失額が平年農業総収入額の 30 パーセント以上となった者（以下「被害農業
者」という。）、林業にあっては損失額が平年林業総収入額の 30 パーセント以
上となった者、漁業にあっては損失額が平年漁業総収入額の 30 パーセント以
上となった者（以下「被害漁業者」という。）とする。ただし、農協等資金に
対する利子補給金の交付対象者は、公庫資金の融資を既に限度額まで受けてい
る被害農業者及び被害漁業者とする。 

２ 前項（ただし書を除く。）の規定にかかわらず、平成 26 年４月１日以降発生
したキウイフルーツかいよう病（Psa3 系統）（以下「キウイフルーツかいよう
病」という。）に関する利子助成金等の交付対象者は、キウイフルーツかいよう
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病により被害を受け、災害等対策資金を借り受けた者とする。 
３ 第１項（ただし書を除く。）の規定にかかわらず、平成 29 年７月九州北部豪

雨による災害（以下「平成 29 年 7 月の豪雨災害」という。）に関する利子助成
金等の交付対象者は、平成 29 年７月の豪雨災害により被害を受け、災害等対策
資金を借り受けた者とする。 

４ 第１項（ただし書を除く。）の規定にかかわらず、令和７年８月大雨による
災害（以下「令和７年８月の大雨災害」という。）に関する利子助成金等の交付
対象者は、令和７年８月の大雨災害により被害を受け、災害等対策資金を借り
受けた者とする。 

５ 第１項の規定にかかわらず、中東情勢に伴う原油価格・物価高騰（以下「中
東情勢に伴う物価高騰等」という。）に関する利子助成金等の交付対象者は、中
東情勢に伴う物価高騰等により資金繰りに著しい支障を来し、公庫から農林漁
業セーフティネット資金を借り受け、国から利子助成を受けた者とする。 

 
（利子助成金等の交付対象とならない融資等） 

第５条 前条の規定にかかわらず、利子助成金等の交付対象者が次の各号のいず
れかに該当する場合は、利子助成金等の交付対象としない。 

（１）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）
第２条第２号に規定する暴力団（第 3 号において単に「暴力団」という。）又
は同条第６号に規定する暴力団員（次号及び第３号において単に「暴力団員」
という。）である場合 

（２）暴力団員が役員となっている団体である場合 
（３）暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する場合 
２ 公庫資金に係る利子助成金の交付申請において、借受者から委任を受けた農
協等が前項第２号又は第３号のいずれかに該当する場合は、利子助成金の交付
対象としない。 

３ 農協等資金に係る利子補給を受ける農協等で、第１項第２号又は第３号のい

ずれかに該当する場合は、利子補給金の交付対象としない。 
４ 利子助成金等の交付対象となる利子は、災害等対策資金のうち、交付対象者
が経営の維持又は再建のために必要な資金に係るものとする。 

 
(利子助成率等) 

第６条 利子助成率及び利子補給率等については、特別災害にあっては災害等ご
とに別表１の１に定めるとおりとし、一般災害にあっては別表１の２に定める
とおりとし、その他にあっては別表１の３に定めるとおりとする。利子助成及
び利子補給の期間については貸付実行日から３年、利子助成又は利子補給の対
象となる限度額等については別表２のとおりとし、利子助成適格認定及び利子
補給承認の期限については災害発生日から６月以内とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、キウイフルーツかいよう病に関する利子助成及び
利子補給の期間については貸付実行日から５年とし、利子助成適格認定及び利

子補給承認の期限については令和９年３月 31 日までとする。 
３ 第１項の規定にかかわらず、平成 29 年７月の豪雨災害に関する利子助成及
び利子補給の期間については貸付実行日から５年とし、利子助成適格認定及び 
利子補給承認の期限については令和９年３月 31 日までとする。 

４ 第１項の規定にかかわらず、令和７年８月の大雨災害に関する利子補給の期
間については貸付実行日から５年とし、利子助成適格認定及び利子補給承認の
期限については令和９年３月 31 日までとする。 

５ 第１項の規定にかかわらず、中東情勢に伴う物価高騰等に関する利子助成及
び利子補給の期間については貸付実行日から５年、利子助成又は利子補給の対
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象となる限度額等については別表３のとおりとし、利子助成適格認定及び利子
補給承認の期限については令和９年３月 31 日までとする。 

 
(交付手続等) 

第７条 利子助成金等の交付手続並びに利子補給金を交付するに当たり必要な農
協等資金の借入申込手続及び貸付手続については、特別災害及び一般災害にあ
っては別記１、その他にあっては別記２に定めるところによるものとする。 

 
(利子助成金等の額) 

第８条 利子助成金等の額は、交付対象者ごとに毎年１月１日から 12 月 31 日ま
での期間における災害等対策資金の融資平均残高(延滞残高を除いた計算期間
中の毎日の最高残高の総和を計算期間の日数で除して得た額とする。)に、第６
条に定める利子助成率又は利子補給率をそれぞれ乗じた額とする。 

 
(利子助成金等の打切り又は返還) 

第９条 知事は、利子助成金等の交付対象者が、借り受けた災害等対策資金を借
入目的以外に使用した場合又は第５条第１項各号のいずれかに該当するに至っ
た場合は、当該借受者に対する利子助成金等の交付を打ち切り、又は既に交付
した利子助成金等の全部若しくは一部の返還を命ずることができる。 

 
(報告及び調査) 

第 10 条 知事は、必要があると認めるときは、市町村、公庫、農協、信漁連及び
利子助成金等の交付対象者から報告を求め、又は県の職員に調査を行わせるこ
とができるものとする。 

 
(書類の提出) 

第 11 条 この要綱に基づき知事に提出する書類は、農業及び林業にあっては利子

助成金等の交付対象者の住所地を管轄する農林事務所長を経由し、漁業にあっ
ては漁業管理課を経由して知事に提出しなければならない。 

 
（利子助成金等の経理） 

第 12 条 利子助成金等の交付対象者は、借り入れた災害等対策資金についての収
支簿を備え、他の経理と区別して災害等対策資金の収入額及び支出額を記載し、
災害等対策資金の使途を明らかにしておかなければならない。 

２ 利子助成金等の交付対象者は、前項の支出額について、その支出内容を証す
る書類を整備して、前項の収支簿とともに利子助成事業の完了の日の属する年
度の終了後５年間保存しなければならない。 

 
(福岡県補助金等交付規則との関係) 

第 13 条 利子助成金等の交付については、この要綱に定めるもののほか、福岡県

補助金等交付規則(昭和 33 年福岡県規則第５号（以下「規則」という。）)の定
めるところによる。 

 
(補則) 

第 14 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 
 

附 則 
（施行期日） 
１ この要綱は、平成 29 年９月 28 日から施行する。 
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（経過措置） 
２ この要綱の施行前に廃止前の福岡県農林漁業災害対策資金融通措置要綱（平

成 23 年５月福岡県告示第 800 号）の規定によってした処分又は手続きは、制定
後の福岡県農林漁業災害対策資金融通措置要綱の規定による処分又は手続きと
みなす。 

 
附 則 

（施行期日） 
この要綱は、平成 30 年４月１日から施行する。 

 
附 則 

（施行期日） 

 この要綱は、平成 30 年８月 29 日から施行し、平成 30 年６月 28 日から適用す
る。  

 

附 則 
（施行期日） 

 この要綱は、平成 30 年 12 月 10 日から施行し、平成 30 年６月 28 日から適用
する。  

 
附 則 

（施行期日） 
この要綱は、平成 31 年４月１日から施行する。 

 
附 則 

（施行期日） 
この要綱は、令和元年５月 31 日から施行し、平成 31 年４月１日から適用す

る。 
 

附 則 
（施行期日） 

この要綱は、令和元年１０月２日から施行し、令和元年７月 21 日から適用す
る。ただし、第４条第７項及び第６条第７項並びに別表１の１の改正規定中令和
元年８月大雨による災害に係る部分は、令和元年８月 27 日から適用する。 

 
附 則 

（施行期日） 
この要綱は、令和元年 11 月 22 日から施行し、令和元年９月 22 日から適用す

る。ただし、別表１の１の改正規定中令和元年８月大雨による災害に係る部分は、
令和元年８月 27 日から適用する。 

 
附 則 

（施行期日） 
この要綱は、令和２年４月１日から施行する。ただし、第１条から第３条まで、

第４条第８項、第６条第１項、第６条第８項、様式第２号の１、様式第３号、様
式第６号の２及び様式第７号の１から様式第９号の２まで並びに別表１の１の改
正規定中新型コロナウイルス感染症に係る部分は、令和２年３月１０日から適用
する。 
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附 則 
（施行期日） 

 この要綱は、令和２年９月３日から施行し、令和２年７月５日から適用する。  

 

附 則 
（施行期日） 

 この要綱は、令和２年 10 月 28 日から施行し、令和２年９月６日から適用する。  

 

附 則 
（施行期日） 

 この要綱は、令和２年 12 月 23 日から施行する。  

 
附 則 

（施行期日） 

 この要綱は、令和３年３月９日から施行し、令和３年２月 13 日から適用する。 

 
附 則 

（施行期日） 
この要綱は、令和３年５月 25 日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 
 

附 則 
（施行期日） 

この要綱は、令和３年９月３日から施行し、令和３年７月１日から適用する。 
 

附 則 
（施行期日） 

この要綱は、令和３年 10 月７日から施行し、令和３年８月 11 日から適用す

る。 
 

附 則 
（施行期日） 

この要綱は、令和４年６月２７日から施行し、令和４年４月１日から適用する。 
 

附 則 
（施行期日） 

この要綱は、令和５年３月３日から施行し、令和４年 10 月１日から適用する。 

 
附 則 

（施行期日） 

 この要綱は、令和５年４月２６日から施行し、改正後の福岡県農林漁業災害対
策資金融通措置要綱の規定は、令和５年度の利子補給金から適用する。 

 
附 則 

（施行期日） 
 この要綱は、令和５年１０月３日から施行し、改正後の福岡県農林漁業災害対
策資金融通措置要綱の規定は、令和５年６月２９日の利子補給金から適用する。 

 
附 則 
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（施行期日） 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 
附 則 

（施行期日） 
 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 
 

附 則 
（施行期日） 
 この要綱は、令和７年１２月１０日から施行し、改正後の福岡県農林漁業災害
対策資金融通措置要綱の規定は、令和７年８月９日の利子補給金から適用する。 
 

附 則 
（施行期日） 
 この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

 
附 則 

（施行期日） 
 この要綱は、令和８年７月６日から施行し、改正後の福岡県農林漁業災害対策
資金融通措置要綱の規定は、令和８年７月１日の利子補給金から適用する。 
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別表１(第６条関係) 
１ 特別災害 

 

※１ 公庫金利とは、公庫が株式会社日本政策金融公庫法（平成 19 年法律第 57 号）第 12
条第１項に基づき定める金利をいう。 

 ※２ 農業近代化資金の基準金利とは、「農業近代化資金の円滑な融通のためのガイドラ
イン」（平成 17 年４月１日 16 経営第 8870 号農林水産省経営局長通知）第３の１の（２）
ウに基づき国から通知される農業近代化資金融通法（昭和 36 年法律第 202 号）第２条
第２項第１号、第２号、第４号及び第５号に掲げる融資機関が同条第１項第１号に掲げ
る者に貸し付ける場合の欄に定める基準金利以内の金利をいう。 

  ※３ 漁業近代化資金の基準金利とは、「漁業近代化資金の円滑な融通のためのガイドライ
ン」(平成 17 年４月１日 16 水漁第 2708 号水産庁長官通知)第４の２に基づき国から通
知される漁業近代化資金融通法（昭和 44 年法律第 52 号）第２条第２項第１号から第４
号までに掲げる融資機関が同条第１項に掲げる者に貸し付けるもののうち個人施設と
して貸し付ける場合の基準金利をいう。 

 
２ 一般災害                           （％） 

※１ 公庫金利とは、公庫が株式会社日本政策金融公庫法第 12 条第１項に基づき定める 
金利をいう。 

  ※２ 農業近代化資金の基準金利とは、「農業近代化資金の円滑な融通のためのガイドライ
ン」(平成 17 年４月１日 16 経営第 8870 号農林水産省経営局長通知) 第３の１の（２）
ウに基づき国から通知される農業近代化資金融通法（昭和 36 年法律第 202 号）第２条

災害等名 
資金名 

（融資機関） 
基準金利 

市町村利子助成率 
及び利子補給率 

利子助成率及び 
利子補給率 

末端 
金利 

平成26年４月１
日以降発生した
キウイフルーツ
かいよう病（
Psa3系統） 

公庫資金 
（公庫） 

公庫金利※１ 公庫金利×1/2 公庫金利×1/2 ０ 

農協等資金 
（農協） 

農業近代化資金 
の基準金利※２ 

農業近代化資金の
基準金利×1/2 

農業近代化資金の
基準金利×1/2 

０ 

 
平成29年７月九
州北部豪雨によ
る災害 

公庫資金 
（公庫） 

公庫金利※１ 公庫金利×1/2 公庫金利×1/2 ０ 

 
農協等資金 

（農協等） 
 

農業近代化資金
の基準金利※２ 

農業近代化資金の
基準金利×1/2 

農業近代化資金の
基準金利×1/2 

０ 

漁業近代化資金
の基準金利※3 

漁業近代化資金の
基準金利×1/2 

漁業近代化資金の
基準金利×1/2 

０ 

 
令和７年８月大
雨による災害 
 

 
農協等資金 
（農協等） 

 

農業近代化資金
の基準金利※２ 

農業近代化資金の
基準金利×1/2 

農業近代化資金の
基準金利×1/2 

０ 

漁業近代化資金
の基準金利※3 

漁業近代化資金の
基準金利×1/2 

漁業近代化資金の
基準金利×1/2 

０ 

資金名 
（融資機関） 

基準金利 
市町村利子助成率 
及び利子補給率 

利子助成率及び 
利子補給率 

末端 
金利 

公庫資金 
（公庫） 

公庫金利※1 0.0 0.0 公庫金利 

農協等資金 

（農協） 

農業近代化資金

の基準金利※2 

(農業近代化資金の基準

金利－公庫金利)×1/2 

(農業近代化資金の基準

金利－公庫金利)×1/2 
公庫金利 

農協等資金 
（信漁連） 

漁業近代化資金
の基準金利※3 

(漁業近代化資金の基準
金利－公庫金利)×1/2 

(漁業近代化資金の基準
金利－公庫金利)×1/2 

公庫金利 

（％） 
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第２項第１号、第２号、第４号及び第５号に掲げる融資機関が同条第１項第１号に掲げ
る者に貸し付ける場合の欄に定める基準金利以内の金利をいう。 

  ※３ 漁業近代化資金の基準金利とは、「漁業近代化資金の円滑な融通のためのガイドライ
ン」(平成 17 年４月１日 16 水漁第 2708 号水産庁長官通知)第４の２に基づき国から通
知される漁業近代化資金融通法（昭和 44 年法律第 52 号）第２条第２項第１号から第４
号までに掲げる融資機関が同条第１項に掲げる者に貸し付けるもののうち個人施設と
して貸し付ける場合の基準金利をいう。 

 
３  そ の 他  

※１ 国の助成とは、公益財団法人農林水産長期金融協会が実施主体となっている農業 
経営基盤強化資金利子助成等交付事業及び漁業経営基盤強化金融支援事業、全国木 
材協同組合連合会が補助事業者となっている林業施設設備等利子助成事業によるも 
のをいう。 

  ※２ 公庫金利とは、公庫が株式会社日本政策金融公庫法第 12 条第１項に基づき定め
る金利をいう。 

  
 
 別表２(第６条関係) 

資金名 
(融資機関) 

償還期間 
据置
期間 

利子助成又は利子補給の対象となる限度額等 

 

公庫資金 
（公庫） 

15年以内 

 

3年以内 
 

１ 災害等対策資金の利子助成又は利子補給の対象となる限

度額は合計で 500 万円(ただし、利子助成又は利子補給の対
象となっている災害等対策資金の貸付残高がある場合は、
500 万円から当該貸付残高を差し引いた額。)。 

２ 災害等対策資金の貸付限度額は合計で 500 万円(ただし、
農林漁業ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ資金については、簿記記帳を行っている
者に限り、経営規模等から貸付限度額の引き上げが必要で
あると認められる場合には、年間経営費の 6/12 に相当する
額又は粗収益の 6/12 に相当する額のいずれか低い額、ま
た、利子補給の対象となっている農協等資金の貸付残高が
ある場合は、当該貸付残高を差し引いた額。)。 

農協等資金 
（農協等） 

7年以内 
 

3年以内 
 

 
別表３（第６条関係） 

資金名 

(融資機関) 
償還期間 

据置

期間 
利子助成又は利子補給の対象となる限度額等 

 
公庫資金 
（公庫） 

15年以内 
 

3年以内 
 

災害等対策資金（農林漁業ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ資金実施要綱第２の
１の（３）の④に限る）の利子助成又は利子補給の対象と
なる限度額及び貸付限度額は合計で 1,200 万円又は年間経
営費等 12/12 (簿記記帳を行っている者に限り、経営規模等
から貸付限度額の引上げが必要であると認められる場合に
は、年間経営費の 12/12 に相当する額又は粗収益の 12/12
に相当する額のいずれか低い額)。 

災害等名 
資金名 

（融資機関） 
基準金利 

国の助成
①※１ 

市町村利子助成率 
及び利子補給率 

利子助成率及び 
利子補給率 

末端 
金利 

中東情勢
に伴う原
油価格・

物価高騰 

 
公庫資金 
（公庫） 

 

公庫金利※２ 上限２％ （公庫金利-①）×1/2 （公庫金利-①）×1/2 ０ 
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別記１(第７条関係) 
第１ 公庫資金関係 

１ 公庫資金に係る利子助成金の交付条件 
(1) 利子助成の対象となる資金は、公庫資金とする。 
(2) 利子助成の対象となる農林漁業者は、公庫資金の借受者であり、第４条第
１項から第４項までに規定する交付対象者とする。 

(3) 知事は、市町村が公庫資金の利子助成を行う場合に限り、交付対象者に対
し利子助成を行うものとする。 

２ 公庫資金の利子助成適格認定手続及び公庫資金利子助成確約書の提出 
(1) 公庫資金の借受者が、公庫資金の利子助成適格認定を受けようとすると
きは、農業（公庫が直接借入者に融資する場合（以下「公庫直貸」という。）
を除く。）及び漁業にあっては農協等を通じ市町村を経由して、農業の公庫
直貸及び林業にあっては市町村を経由して、公庫資金利子助成適格認定申請
書(様式第１号の１、様式第１号の２及び様式第１号の３。以下「適格認定
申請書」という。)及び公庫資金借受時に受領する契約内容のご案内、償還

予定表（以下「適格認定申請書等」という。) 、その他知事が必要と認める
資料を、速やかに知事に提出しなければならない。なお、申請者が法人等の
場合は、適格認定申請書に役員名簿（様式第１号の５）を添えて提出するも
のとする。 

   (2) 市町村長は、公庫資金の貸付けにつき利子助成をしようとするときは、適
格認定申請書の市町村意見及び市町村証明の欄に記入及び押印の上、公庫資
金利子助成に係る確約書(様式第２号)を添えて知事に提出するものとする。 

(3) 知事は、適格認定申請書を審査し、申請者が第５条第１項各号のいずれに
も該当しないことを確認の上、適格であると認めたときは、借受者及び関係
機関にその旨を通知するものとする。 

３ 公庫資金利子助成金の交付申請及び交付決定等 
(1) 利子助成適格認定を受けた者のうち、農協等が利子助成金の交付手続等

を代理して行う者は、当該農協等に公庫資金利子助成金委任状(様式第３号。
以下「委任状」という。)を提出するものとする。ただし、農業の公庫直貸及
び林業を除く。 

(2) 利子助成適格認定を受けた者が利子助成金の交付を受けようとするとき
は、公庫資金利子助成金交付申請書 (様式第５号の１。以下「交付申請書」
という。)及び公庫資金利子助成交付申請明細書 (様式第５号の２。以下「交
付申請明細書」という。)その他知事が必要と認める資料を、毎年１月 20 日
までに知事に提出しなければならない。なお、(1)に基づき農協等に交付手
続等を委任した者については、農協等が公庫資金利子助成金委任者一覧表
（様式第４号）を作成し、交付申請書、交付申請明細書及び役員名簿（様式
第１号の３）を毎年１月 20 日までに知事に提出しなければならない。 

(3) 知事は、交付申請書を審査し、適当であると認めたときは、利子助成金の
交付を決定し、交付申請者に対し通知するものとする。この場合において、

規則第 13 条の規定による実績報告は、この交付申請によりなされたものと
みなし、規則第 14 条の規定による額の確定は交付決定と同時に行うものと
する。 

(4) 市町村が行う利子助成金の交付手続については、市町村長が別に定める。 
４ 公庫資金利子助成金の支払 
(1) 知事は、原則として利子助成金の交付決定をした日の属する月の翌月の 

末日までに交付決定を受けた者に対し、利子助成金を支払うものとする。 
(2) 利子助成金の交付を受けた農協等は、速やかに当該利子助成金を借受者 

に支払わなければならない。 
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(3) 利子助成金の交付を受けた農協等は、当該利子助成金を借受者に支払っ 
た後、利子助成金の交付を受けた月の翌月の末日までに農林漁業災害対策 

資金（公庫資金）利子助成金支払完了報告書（様式第５号の３）を知事に 
提出しなければならない。 

 
第２ 農協等資金関係 
１ 農協等資金の借入申込手続 
(1) 農協等資金を借り受けようとする者は、農協等資金借入申込書（様式第６
号の１又は様式第６号の２。以下「借入申込書」という。)を農協等に提出
しなければならない。なお、借入希望者が法人等の場合は、借入申込書に役
員名簿（様式第１号の５）を添えて提出するものとする。 

(2) (1)の借入申込みを受けた農協等が、農協等資金を貸し付けようとすると
きは、農協等資金利子補給承認申請書(様式第７号の１又は様式第７号の２。
以下「承認申請書」という。)を市町村を経由し知事に提出するものとする。 

(3) 農協等は、福岡県農業信用基金協会及び全国漁業信用基金協会(以下これ

らを「信用基金協会」という。)の保証を付す場合には、債務保証委託申込
書を信用基金協会に送付するとともに、債務保証の委託申込手続を代行する
ものとする。 

２ 農協等資金の利子補給承認手続 
(1) 市町村長は、１の(2)の規定により提出された書類の送付を受けたときは、
農協等と協議し、その内容を審査するものとする。 

(2) (1)の審査に基づき、市町村長は、承認申請書の市町村意見等の欄に利子
補給の適否及び利子補給が適当であるときはその利子補給率を記入して知
事に提出するものとする。 

(3) 知事は、承認申請書を審査し、申請者が第５条第１項各号のいずれにも該
当しないことを確認の上、被害農業者及び被害漁業者ごとに利子補給の承認
又は不承認を行うものとする。 

(4) 知事は、(3)の審査を行うときは、必要に応じて、関係機関の意見を徴す
るものとする。 

(5) 知事は、利子補給の承認又は不承認を行ったときは、市町村を経由して、
農協等に対し、農協等資金利子補給承認書（様式第８号の１又は様式第８号
の２。以下「承認書」という。)により承認又は不承認の通知をするものと
する。 

(6) 市町村長は、(5)の規定により知事が承認の通知をしたときは、資金の貸
付けにつき利子補給を行う旨の契約を、速やかに農協等と締結するものとす
る。 

３ 農協等資金の貸付手続 
(1) 農協等は、承認書を受け付けたときは、速やかに貸付けを実行するものと
する。 

(2) 貸付けの形式は、証書貸付けとする。 

(3) 農協等は、農協等資金を貸し付ける場合は、借入申込者の預金口座に振り
込むものとする。 

(4) 農協等は、被害農業者及び被害漁業者に農協等資金を貸し付けたときは、
農協等資金貸付状況報告書(様式第９号)を作成の上、市町村を経由して知事
に提出しなければならない。 

 
４ 農協等資金の利子補給 
(1) 知事は、農協等資金を貸し付ける農協等が、第５条第３項に該当しないこ
とを確認の上、利子補給金を交付するものとする。 
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(2) 農協等は、毎年１月 20 日までに次に掲げる書類を知事に提出するものと
する。 

ア 農協等資金利子補給金交付申請書（様式第 10 号) 
イ 利子補給金交付申請明細書（様式第 11 号) 
ウ 利子補給金交付申請内訳表（様式第 12 号) 
エ 利子補給金計算明細表（様式第 13 号) 
オ 役員名簿（様式第１号の５） 

(3) 交付申請書の審査は次に掲げる資料に基づいて行うものとする。 
ア 承認書（様式第８号の１又は２) 
イ その他知事が必要と認める資料 

(4) 利子補給についての契約は、知事が農協等の長との間で締結する農協等
資金利子補給契約書によって行うものとする。 

(5) 知事は、信用基金協会との契約に基づき、信用基金協会が農協等に対し
て債務保証を行うことによって受けた損失の一部について、予算の範囲内
で損失補償を行うものとする。ただし、信用基金協会が第５条第１項第２

号又は第３号に該当する場合には損失補償は行わないものとする。 
(6) 知事は(2)の書類を審査し、適当であると認めたときは、利子補給金の

交付を決定し、農協等に対して通知するものとする。 
  この場合において、規則第13条の規定による実績報告は、この交付申請

によりなされたものとみなし、規則第14条の規定による額の確定は交付決
定と同時に行うものとする。 

(7) 知事は、原則として利子補給金の交付決定をした日の属する月の翌月の
末までに、農協等に対し、利子補給金を支払うものとする。 

(8) 市町村が行う利子補給金の交付手続については、市町村長が別に定め
る。 

 
第３ 融資機関の報告事項 

災害等対策資金の融資機関は、次に掲げる事実が発生又は判明したとき
は、直ちに知事に報告するものとする。 
(1) 借受者による任意の繰上償還 
(2) 借受者による災害等対策資金の借入れ又は利子助成適格認定に際しての

虚偽その他不実の記載 
(3) 融資機関による災害等対策資金の期限前償還の請求 
(4) 借受者による災害等対策資金の目的外使用 
(5) 借受者が第５条第１項各号のいずれかに該当していること。 
(6) 当初の償還計画の変更 
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別記２（第７条関係） 
第１ 公庫資金関係 

１ 公庫資金に係る利子助成金の交付条件 
(1) 利子助成の対象となる資金は、公庫資金とする。 
(2) 利子助成の対象となる農林漁業者は、公庫資金の借受者であり、第４条第
５項に規定する交付対象者とする。 

２ 公庫資金の利子助成適格認定手続及び公庫資金利子助成確約書の提出 
(1) 公庫資金の借受者が、公庫資金の利子助成適格認定を受けようとすると
きは、市町村を経由して、公庫資金利子助成適格認定申請書(様式第１号の
４)及び公庫資金借受時に受領する契約内容のご案内、償還予定表（以下「適
格認定申請書等」という。)その他知事が必要と認める資料を、速やかに知
事に提出しなければならない。なお、申請者が法人等の場合は、適格認定申
請書等に役員名簿（様式第１号の５）を添えて提出するものとする。 

   (2) 知事は、適格認定申請書等を審査し、申請者が第５条第１項各号のいずれ
にも該当しないことを確認の上、適格であると認めたときは、借受者及び関

係機関にその旨を通知するものとする。 
３ 公庫資金利子助成金の交付申請及び交付決定等 
(1)利子助成適格認定を受けた者が利子助成金の交付を受けようとするとき
は、公庫資金利子助成金交付申請書(様式第５号の１。以下「交付申請書」
という。)及び公庫資金利子助成交付申請明細書(様式第５号の２。以下「交
付申請明細書」という。)その他知事が必要と認める資料を、毎年１月 20 日
までに知事に提出しなければならない。 

(2) 知事は、交付申請書を審査し、適当であると認めたときは、利子助成金の
交付を決定し、交付申請者に対し通知するものとする。この場合において、
規則第 13 条の規定による実績報告は、この交付申請によりなされたものと
みなし、規則第 14 条の規定による額の確定は交付決定と同時に行うものと
する。 

(3) 市町村が行う利子助成金の交付手続については、市町村長が別に定める。 
５ 公庫資金利子助成金の支払 
(1) 知事は、原則として利子助成金の交付決定をした日の属する月の翌月の 

末日までに交付決定を受けた者に対し、利子助成金を支払うものとする。 
 
第２ 融資機関の報告事項 

災害等対策資金の融資機関は、次に掲げる事実が発生又は判明したとき
は、直ちに知事に報告するものとする。 
(1) 借受者による任意の繰上償還 
(2) 借受者による災害等対策資金の借入れ又は利子助成適格認定に際しての

虚偽その他不実の記載 
(3) 借受者による災害等対策資金の目的外使用 
(4) 借受者が第５条第１項各号のいずれかに該当していること。 

(5) 当初の償還計画の変更 
 



様式第１号の１（別記１第１の２関係） 

 

 

公庫資金利子助成適格認定申請書（農業）  

 

 

年  月  日  
 
 福 岡 県 知 事 殿 
 
 
                              申請者   住 所 

                    （フリガナ） 

                                       氏 名                 （男・女） 

                                      （生年月日  年  月  日） 
 
 農林漁業災害対策資金（公庫資金）の貸付けについて、利子助成を受けたいので、福
岡県農林漁業災害対策資金融通措置要綱別記１第１の２の（１）の規定に基づき、下
記のとおり申請します。 
 

記 
 
１ 災害等の概要（災害等名          ） 
 

  被害作物名  被害面積  平年収量  減 収 量  減 収 率 

            a  ㎏  ㎏  ％ 

 平年農業総収入   減 収 額  減 収 率 

 千円  千円  ％ 

 
 
２ 農林漁業セーフティネット資金（公庫資金）の借入額         千円 
 
３ 添付書類 
（１）農林漁業セーフティネット資金契約内容のご案内（写し） 
（２）農林漁業セーフティネット資金償還予定表（写し） 
 

 
 
４ 市町村意見 
 
 
 
５ 市町村証明 
 
       年  月  日        市町村長名 印           
   
 



様式第１号の２（別記１第１の２関係） 
 
 

公庫資金利子助成適格認定申請書（林業）  

 

 

年  月  日 
 
 福 岡 県 知 事 殿 
 
                                  申請者   住 所 

                      （フリガナ） 

                                           氏 名                （男・女） 

                                          （生年月日  年  月  日） 
 
 農林漁業災害対策資金（公庫資金）の貸付けについて、利子助成を受けたいので、福
岡県農林漁業災害対策資金融通措置要綱別記１第１の２の（１）の規定に基づき、下
記のとおり申請します。 
 

記 
 
１ 災害の概要（災害名          ） 
 

  被害樹種  被害面積  平年林業総収入   損 失 額  損 失 率 

             a  千円  千円  ％ 

 

 

２ 農林漁業セーフティネット資金（公庫資金）の借入額         千円 
 
３ 添付書類 
（１）農林漁業セーフティネット資金契約内容のご案内（写し） 
（２）農林漁業セーフティネット資金償還予定表（写し） 
 
 
 
４ 市町村意見 
 
 
 
 
５ 市町村証明 
 
       年  月  日        市町村長名 印 
 
 



様式第１号の３（別記１第１の２関係） 
 
 

公庫資金利子助成適格認定申請書（漁業）  

 

 

年  月  日  
 

 福 岡 県 知 事 殿 

 

                                申請者   住 所 

                     （フリガナ） 

                                         氏 名                  （男・女） 

                                        （生年月日  年  月  日） 
 
 農林漁業災害対策資金（公庫資金）の貸付けについて、利子助成を受けたいので、福
岡県農林漁業災害対策資金融通措置要綱別記１第１の２の（１）の規定に基づき、下
記のとおり申請します。 
 
 

記 
 
１ 災害の概要（災害名          ） 
 
 

  漁業種類 対象魚種  平年漁業総収入   損  失  額  損 失 率 

   千円  千円  ％ 

 

 

２ 農林漁業セーフティネット資金（公庫資金）の借入額         千円 
 
３ 添付書類 
（１）農林漁業セーフティネット資金契約内容のご案内（写し） 
（２）農林漁業セーフティネット資金償還予定表（写し） 
 
 
 
４ 市町村意見 
 
 
 
 
 
 
５ 市町村証明 
 
       年  月  日        市町村長名 印 
 

 



様式第１号の４（別記２第１の２関係） 

 

 

公庫資金利子助成適格認定申請書  

 

 

年  月  日  
 
 福 岡 県 知 事 殿 
 
 
                              申請者   住 所 

                    （フリガナ） 

                                       氏 名                 （男・女） 

                                      （生年月日  年  月  日） 
 
 農林漁業災害対策資金（公庫資金）の貸付けについて、利子助成を受けたいので、福
岡県農林漁業災害対策資金融通措置要綱別記２第１の２の（１）の規定に基づき、下
記のとおり申請します。 
 

記 
 
１ 災害等の概要（災害等名          ） 
 
 
 
２ 農林漁業セーフティネット資金（公庫資金）の借入額         千円 
 
３ 添付書類 
（１）農林漁業セーフティネット資金契約内容のご案内（写し） 
（２）農林漁業セーフティネット資金償還予定表（写し） 
 

 
       
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号の５ 

役 員 名 簿 
 

（団体名：           ）    該当する性別を○で囲んでください。 

役職名 
（フリガナ） 

氏   名 
性別 

（都道府県） 

住  所 
生年月日 

 

 

 
男・女 

  

  年  月  日 

 

 

 
男・女 

  

  年  月  日 

 

 

 
男・女 

  

  年  月  日 

 

 

 
男・女 

  

  年  月  日 

 

 

 
男・女 

  

  年  月  日 

 

 

 
男・女 

  

  年  月  日 

 

 

 
男・女 

  

  年  月  日 

 

 

 
男・女 

  

  年  月  日 

 

 

 
男・女 

  

  年  月  日 

 

 

 
男・女 

  

  年  月  日 

 

 

 
男・女 

  

  年  月  日 

 

 

 
男・女 

  

  年  月  日 

 

 

 
男・女 

  

  年  月  日 

 

 

 

男・女 

  

  年  月  日 

 

 

 

男・女 

  

  年  月  日 

（注）役員全員を記載すること 



様式第２号（別記１第１の３関係） 
 

 第   号  
年  月  日  

 
 
 福 岡 県 知 事 殿 
 
 
                                         市町村長                   印 
 
 

公庫資金利子助成に係る確約書（災害等名       ） 
 
 
 下記のとおり、資金借入申込みの件について、    年度から    年度まで
利子助成することを確約します。 
 

記 
 
１ 借入申込件数 
 
 
 
 
２ 借入申込合計額 
 
 
 
 
３ 利子助成率 
 
 
 
 
４ 予算措置状況 
 
    議決（予定）年月日 
 
 



 

様式第３号（別記１第１の３関係） 
 

公庫資金利子助成金委任状  

 

 

 融資機関 住 所 
            氏 名 
 
 
 私は、上記者を代理人と定め、株式会社日本政策金融公庫資金に係る、福岡県農林
漁業災害対策資金融通措置要綱別記第１の３の（１）の規定に基づき、下記事項を委
任します。 
 

記 
 
１ 利子助成金の交付申請に関すること 
 
 
２ 利子助成金の受領に関すること 
 
 
 
 

   年   月   日 
 
                                        住  所 

                                        氏  名            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第４号（別記１第１の３関係） 
 

公庫資金利子助成金委任者一覧表  

 
 

 委任状提出年月日  住   所  氏  名  認定番号 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

※公庫資金利子助成金委任状の写しを添付すること。 
 



様式第５号の１（別記１第１の３、別記２第１の３関係） 
 

公庫資金利子助成金交付申請書  

 

 第   号  
年  月  日  

 
 
 福 岡 県 知 事 殿 
 
 
                                       住  所 

                                      （フリガナ） 

                                       氏  名          （男・女） 

                        （記名押印又は署名） 

                                      （生年月日   年  月  日） 
 
 
 福岡県農林漁業災害対策資金融通措置要綱別記１第１の３、別記２第１の３の規定
により、          年度利子助成金            円の交付を申請します。 
 

 

 

 

㈱日本政策金融公庫から直接融資を受けた方（※）につきましては下記口座情報をご記

入ください。 
 

金融機関名 
  

 
                     銀  行 
                   (        )             店 
 

 
金融機関コード 

 
支店コード 

       

 預金種別 
口座名義人 
（カタカナ 
 で記入） 

１．普通（総合）預金 
２．当座預金         ※(注)貯蓄預金は不可 
 

 
口  座  番  号 

       

※別記１第１の３（公庫直貸の場合）及び別記２第１の３に該当する方。 
 
［支払い先として指定できる金融機関について］ 
  振替先の指定は県内、県外を問わずできますが、外国銀行および漁業協同組合の一部はできません。 
 金融機関情報に記入誤りがないよう十分に確認してください。 
 誤りがあった場合は、再度申請書を提出していただくことになり、支払いが遅れる可能性があります。 

 

  

 

 

 

 

 

 



様式第５号の２（別記1第１の３、別記２第１の３関係）

氏名 年月日
期　　首
融資残高

期　中
貸付額

期  中
償還額

利子助成
対象残高

日数 積数
年間融資
平均残高

利　子
助成率

利　子
助成額

認定
番号

～
～

～
～

～
～

～
～

～
～

～
～

～
～

～
～

～
～

～
～

※災害等名ごとに記入すること。

貸付期間

公庫資金利子助成交付申請明細書（災害等名　　　　　　　　　　　　）



様式第５号の３（別記１第１の４関係）

農林漁業災害対策資金(公庫資金）利子助成金支払完了報告書

第　　　　　　　号
　　年　　月　　日

福岡県知事 殿

融資機関名

代表者名

　　　　年　　月　　日に受領した農林漁業災害対策資金（公庫資金）利子助成金

については、別紙一覧表のとおり支払を完了したので、福岡県農林漁業災害対策資

１　利子助成金受領額　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

２　利子助成金支払済額　　　　  金　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

３　添付書類

  農林漁業災害対策資金（公庫資金）利子助成金支払完了報告一覧表

金融通措置要綱別記１第１の４の(３)の規定に基づき報告します。

記



様式第5号の３別紙（別記１第１の4関係）

助 成 金 利子助成適格 交 付 対 象 者 利子助成金 助成金支払額

支 払 日 認定番号 氏             名 交付額 （Ａ）  （Ｂ）

合　　計

※　１　必要に応じ、記載欄を継ぎ足すこと。
　　 ２　支払日は、委任者の所定の口座に振り込んだ月日を記載すること。

農林漁業災害対策資金（公庫資金）利子助成金支払完了報告一覧表



様式第６号の１（別記１第２の１関係）

　　年　　月　　日

　　　　　　　　　農業協同組合　　御中

　下記資金の借入れを申し込みます。

（TEL　　　　　　　　　）

（男・女）

（生年月日　　年　　月　　日） （　　歳）

元金均等

千円 千円

農協等資金借入申込書

（フリガナ）

氏　　名

住　　所借
 
入
 
者

年　　月　　日

年(うち据置　年)

年　　月　　日

農協等資金（農業）

　年　月　日以降利息支払日

毎年　１月　２０日

償
　
還
　
方
　
法

資　   　金　  　 名

借 入 申 込 金 額

区分 前年実績 計画

収
　
　
　
入

農業収入

給与収入

計

資  金 の 用  途

借 入 希 望 時 期

償    還    期    間

償 還（ 取 扱 ）期 限

元
金
償
還

毎年　１月　２０日

資
　
金
　
の
　
内
　
容

資
　
金
　
計
　
画

資
金
の
必
要
性

計
画
内
容

収
　
　
支
　
　
計
　
　
画借

入
金

計

自己資金

本資金

差引余剰

支
　
　
　
出

計

既借入金返済

生活費

農業支出



附表

農業共済金見込額（Ａ） 代表物予定所得額 （Ｂ） 減収総額－（Ａ）－（Ｂ）
（作物名　　　　　　　）

円 円 円

円

円 円 円 円

円 円 円 円 円

災害等の種類・時期

①
　
農
　
作
　
物
　
減
　
収

作　物　名 被　害　面　積 平　年　収　量 減　収　量 減　収　額

計

資金所要額 ①＋②‐③ 円

②
　
そ
　
の
　
他

③
　
諸
　
対
　
策
　
金
　
額

天災資金 農協特別貸出 災害対策資金
（公庫資金・農業） 租税公課減免 計

現金・預貯金
借入金等

家計費の節約 平年経済余剰



千円

千円

千円

千円

千円

（ ）（ ）（ ）
a a a 戸

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

㎡ 千円 ㎡ 千円

㎡ 千円 ㎡ 千円

㎡ 千円 ㎡ 千円

　

千円 千円

千円 千円 千円 生命 万円 千円 千円

建更 万円

(年間掛金総額

千円)

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円

千円

家
　
族
　
の
　
状
　
況

種別

前年収入

(作付品目)
規　模

給与果樹園畑田

貸家

農舎

住宅所
有
不
動
産

経
営
規
模

年齢

貸家等 計

前年の収入

職業

見積価格面積

職業又は勤務先

種類

担
保

不動産担保（所在地） 地目 面積 その他の担保

借　入
年月日

借　入
期　限

借　入
現在高

連
帯
保
証
人

住所 氏名 年齢 続柄 資格

取
　
　
引
　
　
状
　
　
況

前年収入

公庫資金の既往借入金残高 既往借入金の状況

資金名
年　間
償還額

購買貸越

本人

続柄 氏名

資金名
借　入
年月日

借　入
期　限

借　入
現在高

年　間
償還額

見積価格

計

面積種類

計

山林・その他

農地

宅地

定期性貯金当座性貯金出資金 共済契約額 未収金立替金



様式第６号の２（別記１第２の１関係）

　　年　　月　　日

　九州信用漁業協同組合連合会　　御中

　下記資金の借入れを申し込みます。

（TEL　　　　　　　　　）

（男・女）

（生年月日　　年　　月　　日） （　　歳）

元金均等

千円 千円

農協等資金借入申込書

（フリガナ）
氏　　名

住　　所
借
入
者

年　　月　　日

年(うち据置　年)

年　　月　　日

農協等資金（漁業）

　年　月　日以降利息支払日

毎年　１月　２０日

償
還
方
法

資　　　金　　　名

借 入 申 込 金 額

区分 前年実績 計画

収
　
　
　
入

漁業収入

給与収入

計

資  金  の  用  途

借 入 希 望 時 期

償　　還　　期　　間

償 還（取扱）期 限

元
金
償
還

毎年　１月　２０日

資
　
金
　
の
　
内
　
容

資
　
金
　
計
　
画

資
金
の
必
要
性

計
画
内
容

収
　
　
　
支
　
　
　
計
　
　
　
画

借
入
金

計

自己資金

本資金

差引余剰

支
　
　
　
出

計

既借入金返済

生活費

漁業支出



附表

漁業共済金見込額（Ａ） 代表物予定所得額 （Ｂ） 損失総額－（Ａ）－（Ｂ）
（漁獲物名　　　　　　　）

円 円 円

円

円 円 円 円

円 円 円 円 円

災害等の種類・時期

①
漁
獲
物
等
損
失

漁業種類 対象魚種 損失額 平年漁業総収入額

計

資金所要額 ①＋②‐③ 円

②
そ
の
他

③
諸
対
策
金
額

天災資金 信漁連特別貸出
災害対策資金

（公庫資金・漁業） 租税公課減免 計

現金・預貯金
借入金等

家計費の節約 平年経済余剰



千円

千円

千円

千円

千円

㎡ 千円 ㎡ 千円

㎡ 千円 ㎡ 千円

㎡ 千円 ㎡ 千円

　

千円 千円

千円 千円 千円 生命 万円 千円 千円

建更 万円

(年間掛金総額

千円)

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円

千円

千円

家
族
の
状
況

所
有
不
動
産

船質 トン数 施設数・規模・能力等漁業種類

経
営
規
模

漁船名 漁業種類

前年の収入

見積価格面積

職業

担
保

不動産担保（所在地） 地目 面積 その他の担保

借　入
年月日

借　入
期　限

借　入
現在高

連
帯
保
証
人

住所 氏名 年齢 続柄 資格

取
引
状
況

年齢 職業又は勤務先

本人

続柄 氏名

その他漁業漁船漁業

進水年月

　年　月

前年収入

公庫資金の既往借入金残高 既往借入金の状況

資金名
年　間
償還額

種類

購買貸越

資金名
借　入
年月日

借　入
期　限

借　入
現在高

年　間
償還額

見積価格

計

面積種類

計

宅地

定期性貯金当座性貯金出資金 共済契約額 未収金立替金

住宅



様式第７号の１（別記１第２の１関係）

　農協等資金利子補給承認申請書（農業） 　農協等資金融資意見書（農業）

　第　　　号 　第　　　号

　年　月　日 　年　月　日

　福岡県知事　殿

融資機関の長名 市町村長名

市町村意見等 No　　　　　

作物名
被害
面積

平均
収量

減収量 減収額
平年農業
総収入

減収率等

農業共済金
見込額・代
作物予定所
得額

減収
総額

A (A+G-H) B C D E F G(D-F)
千円 千円 a ㎏ ㎏ 円 円 円 円 千円

貸付利率 農業共済金見込額 天 災 資 金

％ 農協特別貸出

代作物 災害対策資金
（公庫資金・農業） 利子補給率

(作物名) 租税公課減免

現金貯蓄金等 ％

年 (予定所得額) 家計費の節約 ※融資機関記入

据置期間 平年経済余剰 　公庫資金

計 　　既借入残高

年 計 円

貸付利率 農業共済金見込額 天 災 資 金

％ 農協特別貸出

代作物 災害対策資金
（公庫資金・農業） 利子補給率

(作物名) 租税公課減免

現金貯蓄金等 ％

年 (予定所得額) 家計費の節約 ※融資機関記入

据置期間 平年経済余剰 　公庫資金

計 　　既借入残高

年 計 円

貸付利率 農業共済金見込額 天 災 資 金

％ 農協特別貸出

代作物 災害対策資金
（公庫資金・農業） 利子補給率

(作物名) 租税公課減免

現金貯蓄金等 ％

年 (予定所得額) 家計費の節約 ※融資機関記入

据置期間 平年経済余剰 　公庫資金

計 　　既借入残高

年 計 円

※借入申込書および添付された書類の写しを添付すること。

適　　　否

C/B

％

農林事務所記入欄

印

有

融　　資　　機　　関　　記　　入　　欄

適　　　否

D/E

％

無

計

償還期限
(据置を含む)

D/E

％

無

計

有

C/B

％

償還期限
(据置を含む)

償還期限
(据置を含む)

貸付の
相手方

諸対策金額
災害等
の種類

今後の
必要資金

貸　付
予定額
(所要額)

貸付利率
償還期限
据置期間

円

承認
番号

基
金
協
会
保
証

C/B

％
D/E

％

農作物減収

有

無

備　　　考
(資金使途内訳)

計

適　　　否

承認額

左記記載事項中災
害等による被害及
び被害金額につい
ては事実と相違な
いので、利子補給
の承認をしますH



様式第７号の２（別記１第２の１関係）

　農協等資金利子補給承認申請書（漁業） 　農協等資金融資意見書（漁業）

　第　　　号

　年　月　日

　福岡県知事　殿

融資機関の長名 市町村長名

市町村意見等 No　　　　　

漁獲物名 損失額
平年漁業
総収入

損失率

漁業共済金
見込額、代
作物予定所
得額

損失総額

A (A+E-F) Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ(Ｂ-Ｄ)
千円 千円 円 円 円 円 千円

貸付利率 漁業共済金見込額 天 災 資 金

％ 信漁連特別貸出

代作物
災害対策資金

（公庫資金・漁業） 利子補給率

(漁獲物名) 租税公課減免

現金貯蓄金等 ％

年 (予定所得額) 家計費の節約 ※融資機関記入

据置期間 平年経済余剰 　公庫資金

計 　　既借入残高

年 計 円

貸付利率 漁業共済金見込額 天 災 資 金

％ 信漁連特別貸出

代作物
災害対策資金

（公庫資金・漁業） 利子補給率

(漁獲物名) 租税公課減免

現金貯蓄金等 ％

年 (予定所得額) 家計費の節約 ※融資機関記入

据置期間 平年経済余剰 　公庫資金

計 　　既借入残高

年 計 円

貸付利率 漁業共済金見込額 天 災 資 金

％ 信漁連特別貸出

代作物
災害対策資金

（公庫資金・漁業） 利子補給率

(漁獲物名) 租税公課減免

現金貯蓄金等 ％

年 (予定所得額) 家計費の節約 ※融資機関記入

据置期間 平年経済余剰 　公庫資金

計 　　既借入残高

年 計 円

※借入申込書及び添付された書類の写しを添付すること。

適　　　否

適　　　否

償還期限
(据置を含
む)

無

計

有

Ｂ/Ｃ

％

償還期限
(据置を含
む)

無

計

有

有

無

償還期限
(据置を含
む)

Ｂ/Ｃ

％

Ｆ

融　　資　　機　　関　　記　　入　　欄

基
金
協
会
保
証

漁獲物等損失

貸付の
相手方

円

Ｂ/Ｃ

％

備　　　考
(資金使途内訳)

計

適　　　否

左記記載事項中災
害等による被害及
び被害金額につい
ては事実と相違な
いので、利子補給
の承認をします

災害等
の種類

今 後 の
必要資金

貸　付
予定額

(所要額)

貸付利率
償還期限
据置期間

承認
番号

諸対策金額

漁業管理課記入欄

印

承認額



様式第８号の１（別記１第２の２、第２の４関係）

　第　　　号

　年　月　日

（申請） （意見）

融資機関名 市町村名 福岡県知事

市町村意見等 No　　　　　

作物名 被害面積 平均収量 減収量 減収額
平年農業
総収入

減収率等
農業共済金見
込額・代作物
予定所得額

減収総額

A (A+G-H) B C D E F G(D-F)

千円 千円 a ㎏ ㎏ 円 円 円 円 千円

貸付利率 農業共済金見込額 天 災 資 金

％ 農 協 特 別 貸 出

代作物 災害対策資金
（公庫資金・農業） 利子補給率

(作物名) 租 税 公 課 減 免

現 金 貯 蓄 金 等 ％

年 (予定所得額) 家 計 費 の 節 約 ※融資機関記入

据置期間 平 年 経 済 余 剰 　公庫資金

計 　　既往借入残高

年 計 円

貸付利率 農業共済金見込額 天 災 資 金

％ 農 協 特 別 貸 出

代作物
災害対策資金

（公庫資金・農業） 利子補給率

(作物名) 租 税 公 課 減 免

現 金 貯 蓄 金 等 ％

年 (予定所得額) 家 計 費 の 節 約 ※融資機関記入

据置期間 平 年 経 済 余 剰 　公庫資金

計 　　既往借入残高

年 計 円

貸付利率 農業共済金見込額 天 災 資 金

％ 農 協 特 別 貸 出

代作物 災害対策資金
（公庫資金・農業） 利子補給率

(作物名) 租 税 公 課 減 免

現 金 貯 蓄 金 等 ％

年 (予定所得額) 家 計 費 の 節 約 ※融資機関記入

据置期間 平 年 経 済 余 剰 　公庫資金

計 　　既往借入残高

年 計 円

償還期限
(据置を含む)

償還期限
(据置を含む)

償還期限
(据置を含む)

農林事務所記入欄

印

D/E

％

無

計

有

適　　　否
C/B

％

D/E

％

無

計

有

適　　　否
C/B

％

有

無

融　　資　　機　　関　　記　　入　　欄

基
金
協
会
保
証

C/B

％
D/E

％

農作物減収
貸付の
相手方

諸対策金額
災害等
の種類

承認額
左記記載事項中災害
等による被害及び被
害金額については事
実と相違ないので、
利子補給の承認をし
ます

H

円

承認
番号

　農協等資金利子補給承認書（農業）

今 後 の
必要資金

貸　付
予定額
(所要額)

貸付利率
償還期限
据置期間

備　　　考
(資金使途内訳)

計

適　　　否



様式第８号の２（別記１第２の２、第２の４関係）

　第　　　号

　年　月　日

（申請）

融資機関名 福岡県知事

市町村意見等 No　　　　　

漁獲物名 損失額
平年漁業
総収入

損失率
漁業共済金見
込額・代作物
予定所得額

損失
総額

A (A+Ｅ-Ｆ) Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ(Ｂ-Ｄ)

千円 千円 円 円 円 円 千円

貸付利率 漁業共済金見込額 天 災 資 金

％ 信漁連特別貸出

代作物 災害対策資金
（公庫資金・漁業）

利子補給率

(漁獲物名) 租税公課減免

現金貯蓄金等 ％

年 (予定所得額) 家計費の節約 ※融資機関記入

据置期間 平年経済余剰 　公庫資金

計 　　既往借入残高

年 計 円

貸付利率 漁業共済金見込額 天 災 資 金

％ 信漁連特別貸出

代作物 災害対策資金
（公庫資金・漁業）

利子補給率

(漁獲物名) 租税公課減免

現金貯蓄金等 ％

年 (予定所得額) 家計費の節約 ※融資機関記入

据置期間 平年経済余剰 　公庫資金

計 　　既往借入残高

年 計 円

貸付利率 漁業共済金見込額 天 災 資 金

％ 信漁連特別貸出

代作物 災害対策資金
（公庫資金・漁業）

利子補給率

(漁獲物名) 租税公課減免

現金貯蓄金等 ％

年 (予定所得額) 家計費の節約 ※融資機関記入

据置期間 平年経済余剰 　公庫資金

計 　　既往借入残高

年 計 円

無

計

有

適　　　否

漁業管理課記入欄

印

B/C

％
B/C

％

有

無

諸対策金額

融　　資　　機　　関　　記　　入　　欄

償還期限
(据置を含む)

有

償還期限
(据置を含む)

B/C

％

承認
番号

Ｆ

基
金
協
会
保
証

無

計

適　　　否

円

償還期限
(据置を含む)

漁獲物等損失
貸付の
相手方

災害等
の種類

今 後 の
必要資金

貸　付
予定額
(所要額)

貸付利率
償還期限
据置期間

　農協等資金利子補給承認書（漁業）

備　　　考
(資金使途内訳)

計

適　　　否

承認額
左記記載事項中災害
等による被害及び被
害金額については事
実と相違ないので、
利子補給の承認をし
ます



様式第９号（別記１第２の３関係） 

 

 第   号  

年  月  日  

 

 福 岡 県 知 事  殿 

 

                                  融資機関 

                                    住 所 

                                    代表者氏名                       

 

 

農協等資金貸付状況報告書 
 

 

 農協等資金の貸付けを次のとおり実行したので、償還予定表を添付のうえ報告し 

ます。 

 

（単位：千円）  

承認 

番号 
貸付けの相手方 

承 認 額 
貸付年月日 

償還期限 初回償還年月日 

貸付金額 据置期間 最終償還年月日 

      

   

      

   

      

   

      

   

      

   

 

 

 



様式第１０号（別記１第２の４関係） 

 

農協等資金利子補給金交付申請書 
 

 第   号  

年  月  日  

 

  福 岡 県 知 事 殿 

 

                                   融資機関 

                                   住 所 

                （フリガナ） 

                                   代表者氏名                   （男・女） 

（記名押印又は署名） 

                                  （代表者生年月日   年  月  日） 

 

 福岡県農林漁業災害対策資金融通措置要綱に基づき融資した貸付金について   

 年１月１日から同年１２月３１日までの期間に係る利子補給金         

円の交付を申請します。 

 

記 

 

 月計表（  年１月１日から同年１２月３１日までに係る農協、信漁連における残高移動） 

（単位：千円）  
 

 

 

 

   年 

 借  方 

 （期中貸付額） 

 貸  方 

 （約定繰上等期中償還額） 

 

 繰越残高 

 月  計  累  計  月  計  累  計 

 １月      

 ２月      

 ３月      

 ４月      

 ５月      

 ６月      

 ７月      

 ８月      

 ９月      

 10月      

 11月      

 12月       



様式第１１号（別記１第２の４関係）

（単位：％、円） No

期首残高 期中貸付額 約定償還額 繰上償還額 期末残高
うち代位弁済
によるもの

-          -           -        -         

-          -           -        -         

-          -           -        -         

-          -           -        -         

-          -           -        -         

-          -           -        -         

-          -           -        -         

-          -           -        -         

-          -           -        -         

-          -           -        -         

-          -           -        -         

-          -           -        -         

利子
補給率

年度
融資
機関

利子補給金交付申請明細書

期中
償還額

期中発生
延滞額

期首
延滞額

期末延滞額
融資残高移動

積数
融資

平均残高
利子
補給金



様式第１２号（別記１第２の４関係）

融資機関名

利子補給金交付申請内訳表

(1)期中貸付額（　　年１月１日～同年１２月３１日の間に係る貸付額）

（単位：円）

資金区分 利子補給率 貸付年月日 貸　付　額 

0

備　　　考

合　　　計



融資機関名

(2)期中繰上償還額（　　年１月１日～同年１２月３１日の間に係る繰上償還額）

（単位：円）

資金区分 利子補給率 承認番号 氏名 繰上償還年月日 繰上償還額

0合　　　計



融資機関名

(3)延滞額（　　年１月１日～同年１２月３１日の間に係る延滞額）

（単位：円）

資金区分 承認番号 氏名
期　首
延滞額

期　中
延滞額

期　中
償還額

償　還
年月日

期　末
延滞額

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0合　計



様式第１３号（別記１第２の４関係）

（単位：％、円） No

利子補給計算明細表

年度
承認
番号

利子補給
対象金額

貸付期間

(自) (至)
日数

積数

①

利子補給
対象金額

貸付期間

(自) (至)
日数

積数

③

積数利子補給
対象金額

積数
①＋②＋③②

貸付期間

（至）（自）
日数


